（ 第 一 面 ）

ＥＲＩ様式（畜舎）第5号
畜舎建築利用計画の変更認定に係る技術基準等審査依頼書
　年　　月　　日
日本ＥＲＩ株式会社 御中
住所
氏名
畜舎等の建築等及び利用の特例に関する法律に定める畜舎建築利用計画の変更認定に関し、同法第４条第３項において準用する同法第３条第３項第４号に係る技術基準等の審査を依頼します。
依頼にあたっては、日本ＥＲＩ株式会社の畜舎建築利用計画の認定に係る技術基準等審査業務約款を遵守します。
記
１．変更認定技術基準等審査に係る畜舎等の工事施工地又は所在地
２．都道府県より交付された直前の畜舎建築利用計画の認定番号及び認定年月日
認定番号　　　　　　　　　　　号　　　認定年月日　　　　　年　　　　月　　　　日
３．直前の技術基準等審査適合証の情報
□日本ＥＲＩより交付　　適合証番号　第ＥＲＩ－　　　　　号　　
４．直前の認定申請に係る工事の完了日（工事完了届の提出日）
□工事完了届の提出日（　　　年　　月　　日）　　　□直前の認定工事は完了していない
５．変更認定技術基準等審査に係る畜舎等の数（計画の変更が生じた棟の数）
　　　　　　　　
６．変更認定技術基準等審査に係る畜舎等の床面積（計画の変更が生じた棟の情報）
番号（　）：　　　　　㎡　　　　　　番号（　）：　　　　㎡
番号（　）：　　　　　㎡　　　　　　番号（　）：　　　　㎡
計画の変更が生じた技術基準等審査に係る畜舎等の床面積合計　　　　㎡
（注意）
① 住所・氏名は畜舎建築利用計画の変更認定申請書と同一の情報を記入してください。
※適合証は本欄の氏名を宛先として交付されます。

② ５欄及び６欄については、計画の変更が生じた「技術基準等審査の対象となる畜舎等」に関する情報のみを記入してください。なお、畜舎等の番号は、畜舎建築利用計画の変更認定申請書と同一となるよう付番してください。
③ 直前の技術基準等審査適合証を日本ＥＲＩ以外から受けている場合は、原則として本業務の対象外となります。

※本欄には記入をしないでください。
	受付欄
	適合通知欄
	備考

	受付日
	決裁者
	適合通知日
	決裁者
	

	
	
	年　　月　　日
	
	

	
	担当者
	適合証番号
	担当者
	

	
	
	第ERI-　　　 -  　号
	
	


（１）技術基準等審査の対象となる畜舎等の敷地に関する情報（※欄は記入しないでください）
各項目に関し該当する□部分にチェックしてください。

	
	項目
	調査情報
	※

	➀
	都市計画区域
	□都市計画区域（□市街化調整区域　□区域区分非設定）
□準都市計画区域　　□都市及び準都市計画区域外
	

	
	
	※用途地域の指定（都市又は準都市計画区域の場合）　□なし
	

	②
	指定建蔽率
	□指定なし　　□指定あり（　　　　％）
	

	③
	防火地域
	□防火地域　□準防火地域　□指定なし（□22条区域内）
	

	④
	日影規制
	□指定なし
□指定あり（　　h/    h/-    m）
	

	⑤
	地域地区等
	□該当なし
□災害危険区域　□特別用途制限地域
□都市再生特別地区　□特定街区
□特別防災街区整備地区　□景観地区
□地区計画等の区域（　　　　地区計画）
	

	⑥
	壁面線の指定
	□指定なし　　□指定あり
	

	⑦
	開発許可
	□該当なし　□該当（□開発行為　□開発区域内）
（□許可有　□許可なし）
	

	⑧
	市街地開発事業
	□該当なし　
□土地区画整理事業（□計画決定　□事業認可　□施行中　□施行済）
□市街地再開発事業（□計画決定　□事業認可　□施行中　□施行済）
	

	⑨
	都市計画施設
	□該当なし
□都市計画道路　□都市公園　□その他（　　　　　）
事業状態（□計画認定　□事業認可　□施行中　□施行済）
	

	⑩
	道路
	□建築基準法上の道路に接道していない
□建築基準法上の道路に接道している
□42条第1項第（　　）号（幅員：　　　ｍ）
※４･５号の場合の指定状況等（　　　　　　　　　　　号）

□42条第２項（幅員：　　　ｍ・現況：　　　ｍ）
□43条第２項（□１号認定　□２号許可）（　　　　　　号）
□その他（　　　　　）
	

	⑪
	下水道
	□公共下水道　　□浄化槽　　□その他（　　　　　　　）
	

	⑫
	屋外広告物条例
	□条例無・対象外　　□対象建築物
	

	⑬
	関係法令適用地区等
	□該当なし
□港湾地区内　　□緑化地域内　　
□特定都市河川浸水対策被害対策法対象流域
	


（２）認定先都道府県、消防等関係官庁等との協議・打合せ
	日付
	協議先（部署･担当）
	内容

	
	
	

	
	
	


（３）審査手続きのご希望
	審査結果連絡先
	会社名（　　　　　　　　　　　）　ご担当者（　　　　　　）

	
	連絡方法　□メール　　□FAX　　□その他（　　　　　　　）

	
	連絡先番号・アドレス（　　　　　　　　　　　　　　）

	請求書宛名
	
	請求書送付先
	


変更認定申請用








